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東京都立大学都市研究所 20周年記念シンポジウム
都市問題のフロンティア
日時 1997年10月24日
場所東京都立大学講堂小ホール
シンポジウム開催の趣旨
このシンポジウムは都立大学都市研究所の設立20周年を記念して、これまでの研究活動
をふりかえり、今後の発展の方向を考えるとともに新しい都市研究の課題や共同研究のあ
り方について、広く学内、学外の関係者との意見交換を行うことを目的に開催したもので
ある。
1.開会あいさつ
に工学と都市研究
3.社会学と都市研究
4.都心居住と行政の対応
5.コメント・討論
1.開会あいさつ
高橋勇悦
本日は都市研究所の20周年記念シンポジウムに
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ご出席いただきまして、どうもありがとうござい
ました。
ご承知のように、都市研究所は前身の都市研究
センターが1977年4月に設立されて以来、今年で
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20年を迎えました。 20周年を記念して私どもは、
総長、各部局長、兼任研究員、 OBの皆様にご寄稿
をいただいて、記念誌を発行するとともに、本日
の公開講演会とあわせて都市研究シンポジウムを
企画したというわけであります。
このシンポジウムでは、都市研究所の都市研究
を振り返り、今後の発展の方向について討議して
いただくとともに、都市研究の学際性と総合性と
いう観点から、新しい都市研究課題や共同研究の
あり方について、忌樺のないご批判、ご助言をお
願いして、今後の共同研究の発展に生かしていき
たいと考えております。
本日の講師の先生方は、あとで司会のほうから
紹介申し上げますが、工学部から古川先生と高見
沢先生、人文学部から森岡先生、法学部から池田
先生、そして、東京都から住宅局の椋部長をお招
きいたしました。先生方にはお忙しい中、このシ
ンポジウムにご協力いただいて、まことにありが
とうございます。
都市研究所は教授会を持つ独立組織になって今
年で4年目でありますりれども、設立20周年を機
会に、共同研究の新しいフロンティアと研究体制
のビジョンを求めております。ぜひ、有意義な討論
の成果が生まれることを期待したいと思います。
2.工学と都市研究
古川勇二
私が与えられましたタイトルは、ご案内のよう
に「工学と都市研究」というタイトルでございま
す。私ども工学部では、この4月からおかげさま
で大学院を部局化していただきましたので、名称
も工学部教授ではなく工学研究科の教授となって
おります。私はこの中では内容的には最も都市研
究に関係のない立場の人間ですが、一般論として
都市研究にかかわる科学、工学、あるいは技術は
どういうものかについて私見をまとめて配布資料
に書いてございます。
科学(自然科学)、工学および技術
社会の構成というのは、一般には人間と人工的
につくったものと自然の集合体だと思いますが、
都市の場合には、自然に比べて人間や人工物が多
量に集積していると勝手に理解しております。
工学からみた都市研究の対象
工学は人工物、アーティフィシャル・プロダク
トをつくることに関係する学問ですので、都市に
おける人間と人工物のかかわり方、あるいは自然
物と人工物のかかわり方が工学から見た都市研究
の主対象となると考えます。人間と人工物のかか
わりについては、私どもの学問の対象としては、
人工物の設計と生産ということに関心が多いので
す。しかし、実際には人工物のもたらす利便性、
特に都市住環境については、移動手段としての交
通だとか、エネルギー供給、廃棄、健康と福祉な
ど人工物のもたらす影響がいろいろあると思いま
す。
人工物がもたらすものの危険という問題では、
製造物責任、事故だとか公害など、いろいろあり
ます。
自然物と人工物のかかわりについては、自然物
と人工物、特に都市社会基盤としてのインフラス
トラクチャーとの調和、これは都市計画と都市構
築に関係します。人工物による自然物の破壊は、
河1、大気汚染や動植物への影響などがあります。
工学からみた都市研究の欠落部分
私のようなものづくりにかかわっている人聞か
らしますと、やや人工物が人間や自然物に及ぽし
てきているネガティプな面というか、マイナスフ
アクターのことを、都市研究、都市科学研究の主
対象にしてきたのではないかと思えてならないわ
けです。しかし実際の都市の中では、人工物の設
計と生産によって雇用の確保だとか、あるいはプ
ラスのサムをつくっていかなければマイナスのほ
うの保全もできないという問題が出てくると思い
ます。そんなことで私自身としては、工学から見
た都市研究で今まで欠けている部分は、例えば東
京都あるいは多摩地域におりるポジティプな生産
面、プラスサムが出てくることに対する研究がや
や欠落しているんじゃないかというふうに感じま
す。
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国における地域産業政策の変遷
とりわけ、都市では工業製品をつくっているわ
けですけれども、その設計開発と生産にかかわる
研究の促進ということが非常に重要なわけでして
このことが、都市型経済の活性化だとか、あるい
は都市人口の雇用確保につながるわけです。例え
ば、昔、都立大学があった目黒区、あるいは世田
谷区の近くの大田区あたりを見ますと、ご承知の
ようにいろいろな加工業が盛んでした。隅田川、
荒川の近傍では、おもちゃや雑貨産業があります
が、しかし、そういう産業が今衰微していて、結
局は経済が活性化されないとか、雇用が確保でき
ないという問題が出てきてます。やはり東京都あ
るいは都市研究所としては、世界における研究の
趨勢、あるいは国における施策、それに対応して
今申し上げた不足しているものを研究していただ
いたらありがたいと思います。ざっと見ますと、
72年に工業再配置促進法ができまして、東京、大
阪、名古屋の三大都市圏から地方へも工業立地を
進め、さらにテクノポリス構想、や頭脳立地構想等
いろいろありました。けれどもこれらはどうもト
ップダウンで、あまりうまくいっていない面があ
ったと言ったら国に怒られますけれども。
85年のプラザ合意以降、 G7の通貨に対する協調
介入が決まり、最近における大競争、すなわち、
メガコンペティッションの時代におけるグローパ
ルな視点での地域産業の集積と活性化、これを臨
時措置法で96年に決めたわけです。その臨時措置
法に基づいて、各地域ごとにリサーチパークや、
地域研究開発、研究コンソーシャムや共同研究セ
ンターを多数設置して、日本の各地域の特性を生
かした活動を進めていくことになったわけでござ
いますが、そのわりには東京都というのは、あま
りにも一つの地域としては大きい地域でして、世
界でいっても 6番目ぐらいの国になっております
から、そういうところではなかなか国の政策が生
かされないことになるわけです。
首都圏地域における産業
現状で言いますと、為替はドル120円位である。
土地高である。この辺の大学の地価はご承知のよ
うに、大体1平米で20万円ぐらい、坪単価でいき
ますと今は下がったとしても60万円から70万円。
ここにもし工業立地をしようとしますと、アメリ
カのワシントン郊外の15倍ぐらい、サンノゼのい
わゆるシリコンパレー、あの辺のところに比べて
も、 7、8倍はする。
それから人件費も、 30歳ちょっとの人を雇いま
すと日本では年俸で500万円は払わなきゃいけな
い。 500万円、 5万ドルを払いますと、アメリカな
らば、MITを出たハーバードを出たようなぴかぴ
かの35歳ぐらいのエンジニアが楽に雇えてしま
う。このぐらい日本の人件費は高いです。エネル
ギーは、最近、ガソリンは若干安くなっています
けれども、でもリッター100円としますと、アメリ
カの3倍近い。一番問題なのは流通コストで、ロ
ジスティックスが50%位高い。土地高、人件費高、
エネルギーコスト高、流通コスト高という悪い4
つの条件の中で、いかに高付加価値の製品を都市
型産業として開発していくかが非常に重要になっ
てきます。
皆さんのお乗りになっている例えばカローラと
か日産サニーというような車は小売価格で100万
円ぐらいですげれども、目方が1トンですので、
1トンで100万円ということは 1グラム 1円ぐら
いなんですね。 1グラム 1円ぐらいの産業は何か
というと、牛乳とか、エビアンという水なんか、
まあ大根なんかも 1グラム 1円ぐらいですね。神
戸牛なんか1グラム20円も30円もしちゃうわけで
すから、それに比べると 2万点もの部品を集めて、
しかも 1グラム 1円にしかならない産業は、 4つ
の悪条件下にある都市型の産業としては今後やっ
ていかれないわ付ですね。そのかわりにグラム100
円台、 1，000円台の産業、例えば液晶というような
ものへ移行していかなければいけない。
私ども都立大学は、 6年前にこの地に転居して
きたわけですけれども、広域多摩地域は光やメカ
トロニクス機器という産業が非常に多くて、それ
らを対象にした計測・制御技術に優位'性を持って
いるので、この優位性を生かした研究開発を進め
ていただけないかなというのが私の希望でありま
す。
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21世紀における首都圏地域の産業のあり方
さらにそれを進め、 21世紀における首都圏地域
の産業のあり方、私どもよく簡単に「産業パラダ
イム」という言葉を使いますが、首都圏産業のパ
ラダイムを転換できないかと考えます。そう簡単
にパラダイムと使っていいかどうかわかりません
が、いわゆる今世紀のパックスアメリカーナの時
代ではやはり大量生産、大量の使用、結果として
大量に捨てるというふうになっています。その結
果が、今度の京都会議でも話題になっております
ように、炭酸ガスの増加や地球温暖化という問題
に出てきています。
そういうものから21世紀に向けでは、適量生産、
適量使用、廃棄ゼロという、例えばゼロ・エミッ
ションということを国連大学で言っております
が、そういう方向へ進めるべきでしょう。そのた
めに我々工学研究サイドからしますと、リサイク
ラブル・デザイン、さらには工業製品の原材料、
その使用、使用後の廃棄、それからもとに戻す、
そのサイクルの全体の消費エネルギー、エントロ
ピーと言っていますけれども、エネルギー量がど
のぐらいか、一番小さいエネルギーのものを使わ
なければいけない。これをプロダクトライブサイ
クルと言っていますが、そのアセスメントを研究
しています。
さらに、今までは自動車をつくるときに原材料
を製品としてっくり出荷する。それでおしまいな
んですげれども、それをいかに寿命時あるいは途
中でもとに戻して再生産するかという、逆工場、
我々の名前ではインパースマニュファクチュアリ
ングと呼んでおりますが、インパースマニュファ
クチュアリングの進め方、さらには異った産業を
いろいろ集めてエコロジカルに集積するエコ産業
クラスターをつくっていかなければいけないと考
えているわけです。
広域多摩地域における取り組み
ここに大学を移転させていただいた後、どんな
取り組みをしているかと言いますと、広域多摩地
域というのは、地図で示しますが国道16号線沿線
と20号線に沿った地域で、東京都の西部と埼玉県、
神奈川県にまたがっております。これを TAMA
にして、テクノロジー・アドノfンスト・メトロポ
リタン・エリアということにしようと、合意しつ
つあるのです。
東京都は労働経済局、埼玉県の商工部、神奈川
県の商工部、それを取りまとめる関東通産局でご
ざいまして、レジュメに書きましたように、関東
通産局として97年5月に調査を行い、 9月に初め
て協議会の準備会を開設、来年の3月に向げて本
格的に協議会を設置して、 2000年に向けて公社設
立を目標に現在やっております。
おわりに
この活動を通して、一つの都市研究の姿みたい
なものをつくっていかれないのかと考えているわ
けでございます。関心のある方は新聞等でごらん
いただいているかもしれませんが、広域多摩の未
来模索と、産業集積をどうやって図って都市づく
りをしていこうかということを進めているわけで
す。来年の3月には正式に協議会として発足する
予定ですが、それまでは暫定的に私が取りまとめ
役をしておりますけれども、その後どうするかと
いうことは未定です。
同様の問題はアメリカでも抱えておりまして、
ご承知のようにアメリカというとシリコンパレー
が出てきますし、最近ではヒューストンとかアト
ランタがあるのですが、東京と同じ首都のワシン
トンの郊外も産業集積が非常に大きいところなん
です。このグレーター・ワシントンとダレーター・
TAMAをお互いに協力して進めていこうと日本
で出している海外向けのレポートで『グレータ
・ーTAMAJを英文で紹介しております。今月末
には交流会をグレーター・ワシントンととり行う
ことになっていまして、第1回ですので日本側か
らワシンドンに人を派遣し、将来的には研究や技
術開発を協同して進めていこうと考えておりま
す。
私は工学サイドですのでややプラスサムという
か、経済的そして雇用でプラスになるものをどう
しても構想します。そのプラス分を例えば廃棄物
だとかごみだとかに対する投資に戻していくとい
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う閉じた産業構造をつくっていくべきだと考えま
す。首都圏でも都心部や臨界部は商業化され、産
業立地としては成り立たず、郊外のほうに今産業
が出てきている。ところが内陸工業団地の中では、
先ほど申し上げた5つの難しい条件があります。
その中でどういう産業をしていかなげればいけな
いかということについてぜひ都市研究所におかれ
ましでも研究していただきたい。今まであまり目
を向けられてないと思うのですが、都市における
経済と、産業の立地に少し目を向けていただりた
ら大変ありがたいと思っております。
私はメンバーではありませんので都市研究の内
容はよく存じ上げませんが、やはり都立大学にお
ける研究機関としては都市研究所が唯一の独立し
た研究機関ですので、私は常々陰ながら応援して
いるつもりなのです。都市研究所こそが都立大学
の中核的な活躍をしていただげるところだと思う
のです。文部省のセンター・オプ・エクセレンス
構想、に対して、都市研などが中核となって大学を
まとめて、積極的に行動されることを期待してお
ります。
大変ざっぱくですけれども、終わりといたしま
す。
3.社会学と都市研究
森岡清志
都市社会の共同研究に不可欠な社会調査
きょう私は、「社会学と都市研究」というテーマ
を与えられているのですが、共同研究のあり方に
焦点をあてて、このテーマを論じることにいたし
ます。そういたしますと、やはり共同研究をして
いくときには社会調査が不可欠なものとして入っ
てきますので、じっさいには、社会調査の方法や
問題点を論じることによって、共同研究のあり方
に言及するという議論の組みたてかたになってま
いります。都市研究所が行っているさまざまなプ
ロジェクトも、社会学者がかかわる共同研究は多
くの場合、社会調査を不可欠のものとして取り組
まれています。社会調査というのは、社会的な事
象に関する事柄を直接、現地に行ってデータを収
集する、第一資料と言っていますけれども、直接
現地でデータを収集して、それを分析し、記述す
る全過程です。したがって社会調査に関する問題
とは、第一に研究目的であるとか、関心であると
か、研究課題とかいった事柄にかかわる水準の問
題、側面です。第二は、メソドロジ一、方法にか
かわる問題、第三は、分析結果を持ち寄って、そ
れを整理しながら膨らませていくプロセスにかか
わる問題にわけることができます。
この3つの水準の問題のすべてについて語るこ
とはこの時間の中ではできません。とりわけ、第
三の問題については、まだそのことを十分に語る
ことができるほど研究の蓄積が進んでいるという
わけではないので、最初の問題か次の間題かのど
ちらかにしぽらないといけないのですが、最初の
問題については、 10月の初めに名古屋で21世紀の
都市を語る国際会議がございまして、そこで r21
世紀の都市研究をめぐる諸課題」というタイトル
で既に英語で語ってしまいましたので、同じこと
を二度と語りたくないと思っていまして、きょう
はメソドロジーのところを中心に話そうと思、いま
す。
標本調査をめぐる問題
実は社会調査は今、つまらないというふうによ
く言われています。社会調査はさまざまな種類が
あります。いろんな種類の分け方ができるんです
けれども、普通は社会調査の結果を最後にまとめ
て記述するときの記述の仕方で大きく二つに分げ
ます。つまり、統計的な結果をもとにして、統計
量で専ら表現しようとするのか、それともデータ
の質を重視して記述によって結果を表現しようと
するのかということです。前者は統計的な調査、
後者はいわゆる質的な調査と言われているもので
す。
その二つの調査をさらに、全部を対象にするの
か、部分を対象にするのかによって分けますと、
統計的な調査は全数調査、国勢調査のような統計
的な全数調査と標本調査にわかれます。社会調査
と言われているもののほとんどが実はこの標本調
査、サンプリングによって標本を抽出して行う統
計的調査なのです。事例調査のほうは、専門家の
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多くはこの調査を非常に重視しますが、学問研究
以外では実際にはあまり行われておりません。な
ぜ事例調査があまり行われていないかということ
についても後で語りたいと思いますりれども、ま
ずは、とりわけ社会調査の中でたくさん行われて
いる標本調査をめぐる問題をとりあげてみようと
思います。レジュメでは問題を 4つ挙げておきま
した。
第一の問題は、わかり切ったこと、つまりもう
常識で、調べる前にわかっていることを調べてみ
て、そうだったよやっぱりという、こういう調査
があまりにも多いことです。これは私たち研究者
も注意しなければいけないたぐいのことですけれ
ども、しばしば学生諸君の卒業論文や大学院生の
修士論文でもこうしたつまらない調査結果がよく
見受げられます。
第二の問題は、乙れと似たことなんですけれど
も、仮説もなし、問題発見もなしという調査、意
見の分布、つまり単純集計が並んでいるだけとい
う調査も非常に多いことです。なぜこうなるので
しょうか。今、社会調査と言われているものはた
くさんあると申しましたが、その中で最も数の多
いのは、いわゆる地方自治体の行っているさまざ
まな世論調査であります。全国の自治体約3，000と
しますと、私の推計では毎年2，000に及ぶ世論調査
と称するものが行われておりますが、その多くは
重複していたり、同じ質問をいろんな自治体で使
っていたり、あるいはまた、ここで述べているよ
うな意見の分布だけの調査で終わっていたりしま
す。
なぜ自治体が、実施する世論調査を標本調査で
やってもらいたいと言ってこだわるかというと、
理由は二つありまして、一つめの理由は、レジュ
メには数値信仰と書いてありますけれども、要す
るに数を集めた、だから住民の意識を反映してい
ると言えるんだということで、数を集めてパーセ
ントで表示しなければ信用されないと思いこむ、
こういう信仰がまかり通っているというのが一つ
の理由であります。
いま一つの理由は、予算消化のためであります。
先ほど事例調査はあまり行われないと言いました
が、事例調査というのは予算が立てづらく、しば
しば予算が消化できないわけです。標本調査です
と、サンプル数を多くして、個別面接調査にする
とかなり予算を使うことができます。
調査にはさまざまな方法があります。今言った
標本調査で調査票を用いる調査でも、郵送による
調査、個別面接調査、留置調査などさまざまな方
法があります。個別面接調査というのは、調査員
が1人 1人対象者の家を訪問して聞き取ってくる
調査ですので、調査員 1人1人に払う謝金も高く
なりますし、交通費もかかることになります。同
時にサンプル数があらかじめはっきりしています
から予算が立てやすいということになります。一
般的に行政が行う社会調査では、郵送法という調
査法はあまり使いません。なぜかというと、郵送
法では調査票を対象者のところに郵便局員が運ん
でくれますから、切手代だけでほとんど済んでし
まいますので、もちろん分析のための費用は要り
ますけれども、個別面接調査に比べるとはるかに
安く済むわけです。郵送法ですと、回収率が低下
するという問題もございますけれども、それ以上
に予算消化のために個別面接調査が好まれること
が多いようです。全国の自治体がなぜ標本調査、
しかも個別面接調査を好むかというと、今申し上
げました数値信仰と予算消化ということがござい
ます。
そういうことが積み重なってくると似通った質
問で構成された調査票による同じような調査が全
国あちこちで行われ、どれもこれも似通った結果
が生まれるということになります。しかもレジュ
メには明示して書いてございませんけれども、で
たらめな調査もけっこう多いのです。多くの自治
体では調査会社に調査を委託いたします。調査会
社は何をするかというと、まず、標本のサンプリ
ングをいたします。しかし、対象地が広域にわた
っているとサンプリングを行うのは大変面倒で
す。したがって、どういう手を使うかというと、
どこかで一回サンプリングを行ったサンプリング
台帳をそのまま使うという手口がしばしば使われ
ます。私はときどき行政の方に、調査会社に対し
て、サンプリング台帳を提出しろと言いなさいと
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すすめるのですが。現状ではそうしたチェック機
能は全く働いておりません。したがって、何回も
同じ対象者を相手に調査をするということがよく
行われます。
最もよく使われている手口は、予備サンプルを
たくさん持って調査をするという手です。予備サ
ンプルというのは、例えば対象者3.000人を、完全
無作為抽出で抽出しましたよといっても、実は500
人ぐらい余計に取っておしこの500人のことで
す。回収率が70%を超えていないといけないとい
う、これまた信仰がございまして、どの調査会社
の回収率も、皆様方、行政の調査の報告書をお読
みになるとわかると思いますが、大体73%から74
%ぐらいのところでピタッと一定なんですね。そ
れ自体非常に不思議なことなんですけれども、こ
れは、予備サンプルを投入して、ほんとは回収率
が63%なんだけれども、予備サンプルを投入して
どんどん対象者を増やしていって、本当は3.500人
を対象としたのに3.000サンプルしか調査をして
ませんよというような形にすりかえるという手口
です。
もっとでたらめな調査も実際に行われていま
す。私は2回ぐらいファミリーレストランで、調
査会社に雇われた調査員と思われるおばさんたち
が調査票をねつ造している現場に出会ったことが
あります。これはほとんど詐欺行為でございます
けれども、こういうひどい調査もたまに行われま
す。
したがいまして、チェック機能を強化する必要
があります。実際にちゃんとサンプリングをした
のか、調査員がちゃんとサンプルのところに行っ
たのか等々のことをチェックする、そういう体制
をつくっていかなくてはいけないわけです。今申
し上げたように、数値信仰、単なる予算消化とい
う以上に、非常にでたらめな社会調査と称するも
のがまかり通っていることは大変な問題であると
思います。
これらが積み重なって、社会調査であるという
ことだげですべてつまらない調査だというふうに
思われる、そういう事態を招いているのです。
さらに、私どもも戒めないといけないことなん
ですが、原稿を執筆する、つまり報告書を書く期
限に迫られてしまって十分な分析ができない、あ
るいは有意な知見がほとんど書かれてないという
ような調査の報告書がたくさんあるということ
も、これまた社会調査をつまらなくさせている要
因の一つだと思います。
では、どうしたらおもしろい社会調査にしてゆ
けるのでしょうか。今申し上げたような、最低限
のルールも守れない調査を是正する、これはもち
ろんですからあえて言及いたしませんげれども、
そうした前提に立って、どうしたらおもしろい調
査になるのかということをお話ししたいと思いま
す。
どうしたら「おもしろい」社会調査にできるのか
まず標本調査の場合に、仮説をおもしろくする
ということが大事です。仮説がおもしろくなるに
は二つの方法があって、一つの方法は常識はずれ
の仮説を検証してしまうやり方です。そんなこと
あり得ないよというふうに普通人々が思っている
非常識な仮説を検証してしまうわげです。ただ、
これは、かなり運に左右されます。二つめの方法
は、常識的な仮説が棄却されてしまう、当てはま
らない、どうも違うことを考えないとうまく説明
ができないらしい、そういう含みを持たせるやり
方です。最初の常識はずれの仮説を検証してしま
うという例は、まあ滅多にないですけれども、近
年、私が見てまして大変おもしろかったのは、「子」
という名前のつく女の子は成績がいいというとん
でもない仮説をつくって検証してしまったという
例があります。女の子の名前で何々子という名前
がつく子と、「子」という名前がつかない女の子が
いて、それはある年齢層からそういう現象が起き
ているわけですが、ちょうど今から多分5年ぐら
い前の首都圏の中学生、高校生を対象にいたしま
して調査をしまして、「子」という名前がつく子の
ほうが成績がいいということを出してしまった、
そういう調査があります。「子」という名前をつけ
る親が保守的であるために子供をよく管理するか
らだろうという、理由の説明自体はあまりおもし
ろくないものになっていますげれども、発見自体
142 総合都市研究第65号 1998
はおーっと思わせるものでした。それだけで関心
を集めて、おもしろいと思わせる調査でありまし
た。
標本調査をおもしろくする第二の水準の調査と
して、新しい理論を萌芽させる調査があげられま
す。分析結果を知見とも言いますけれども、その
知見、つまり発見された事実を意味づけようと思
う時に新しい説明が必要になる時があります。そ
ういう調査の結果というのがこれまたおもしろい
わけです。我田引水になりますけれども、都市研
究所のお世話で高橋勇悦先生をリーダーとして行
った高齢者の幸福感の調査というのがございまし
て、これは第二水準のおもしろい調査と言いうる
ものでした。東京都の老人総合研究所でも同じ調
査をしていたんですが、大都市のサンプルが極端
に少ない調査の結果でしたので、高齢者の幸福感
を規定をしている要因としてあがってきたのは、
子供と同居していること、孫と同居していること、
子供との交際頻度が高いことでありまして、子や
孫にかこまれて生活している高齢者の幸福感が高
いという結果になっていました。私たちは、大都
市の高齢者を対象にすると違う結果がでるのでは
ないかと思って調査をしました。
その結果、まず健康状態が要因としてあがりま
した。つまり健康な高齢者は幸福感が高いという
結果ですが、これは当たり前といえば、当たり前
の結果でした。次に、女子高齢者のみ世帯収入に
よって、幸福感が規定されていることがわかりま
した。これは男子高齢者に比べて女子高齢者が金
に汚いというわけでは必ずしもございません。お
そらく、女子高齢者のほうがふだんから家計を管
理しておりますので、それに敏感になるのだろう
ということです。そして第三の要因として男女と
も友人関係の頻度が幸福感に非常に影響している
という結果がでたのです。
この調査結果は、どういうふうな新しい説明を
求めているのでしょうか。今、幸福感の調査と言
いましたが、これは大きくは生きがいの調査の一
部になっております。生きがいという言葉は、こ
れに対応する英語の単語が直接的にはないので、
説明的な英語はございますけれども、そこで今、
アメリカの老人学を専門にしている研究者たち
は、日本語の「生きがい」に関心を持ちまして、
しかし彼らは「いきがい」と発音できないので、
rikeigaiJと言っております。初めてその言葉を
聞いたときに、新しい英語の単語が生まれたのか
と思いましたが、よくよく聞いたらもともと日本
語だったんです。いずれにしても最近はこの
rikeigaiJの研究が大はやりです。調査の結果は、
一つには rikeigaiJというのが、実は健康状態と
いう身体的な条件、それから、収入という経済的
な条件、それから、社交圏の状態、つまり個人が
つくっている社会関係のありょう、そうしたもの
に実は規定されていること、その上に主観的な満
足感とか、積極性とか、欝的傾向をもたないとか、
老後の覚悟がちゃんとできているとか、そういう
ようなさまざまな主観的なものが成立して全体と
して qkeigaiJを構成しているんだということ、
つまり生きがい研究に貢献し、生きがいを説明す
る一つの切り口を見出すものとなりました。第二
に、この結果は、なぜ友人関係が大都市の高齢者
では大事なのかという点について新しい説明を要
求するものとなりました。
なぜ大都市以外のところでは子供や孫との交際
頻度が高齢者の幸福感を高めるのに、なぜ大都市
では友人との交際頻度が高齢者の幸福感を左右す
るのか、友人関係ってどういうふうな意味を持つ
のか、これらについて、新しい説明を要求すると
いう点で、この調査は新しい理論を萌芽させる調
査となったわりです。
標本調査をおもしろくする第三の水準の調査と
して、新しい理論を検証するタイプの調査を考え
ることができます。これは最も理想的な調査と言
えましょう。新しい説明を理論的にしてしまって、
その説明が実は正しいんだということを検証して
しまう調査であります。しかし残念ながら、こう
いう調査は社会学ではまだほとんど行われており
ません。その点が社会学の現状の最大の問題であ
ると私は思います。逆に言うと、抽象的で非常に
一般的な理論はあるけれども、こういう調査結果
に間接的にせよ関連していて、説明の助けになっ
たりする理論が、社会学ではほとんどないのです。
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おもしろい調査にするためには、調査方法を工
夫することも必要です。マルチな調査方法を導入
しなければなりません。標本調査だけでなく、事
例調査をもっと活用することや、聴きとりだけで
なく書かれた資料の活用をはかることも必要で
す。事例調査は、少数の典型的なケースを対象と
して、その対象の中から問題を発見し、その対象
を内面的に理解するとともに問題の全体像を浮き
彫りにしていくという点で大変優れた調査方法で
す。このようなケース・スタディの典型的な例と
しては、たとえば非行少年を対象とする事例分析
があり、家庭裁判所の調査官が出す調査書である
とか、精神科医の診断書なども含めて、広い意味
での事例調査に含まれますげれども、そうした事
例調査と標本調査を結びつけて、そして、先ほど
個別面接調査ばかりが行われるというふうに申し
上げましたけれども、もっとさまざまな方法を取
り入れていくということが必要だろうと思いま
す。
マルチな調査方法を採用することは、共同研究
の意義や必要性を高めることにもつながります。
マルチな方法と申しましでも、得手不得手の問題
がありまして、そもそも社会学者だけで見ましで
も、調査に向いている人、向いてない人が必ずい
ます。それから、調査に向いている人でも、標本
調査に向いている人と、事例調査に向いている人
がいます。全部に向いている人というのは、私の
経験からすると希有だと思います。したがって、
それぞれの得手不得手をうまく使い分けながら共
同研究にマルチな方法を取り入れていくことが、
これからの共同研究の水準を高めてゆくためにも
必要になってくるでしょう。
なお、レジュメには事例調査でもマルチな方法
を取り入れることが重要、と書いてあります。こ
れは事例調査におげるデータ収集の方法をマルチ
にという意味です。事例調査ではふつう自由応答
とか、聴き取りとかいわれている方法、つまり相
手と面接をして自由に応答してデータをえるとい
う方法を使うわげです。しかしそれだけではなく
て、たとえばドキュメント法、日記とか手紙とか、
そういう書かれた資料をもとにするデータ収集法
や、参与観察法、ある集団の中に入って、その集
団の一員になりながら、しかし同時にその集団に
あまり影響を与えないという大変難しいポジショ
ンに位置して、しかも、目立たないように注意深
く観察していくというのが参与観察法のコツなん
ですが、このような方法もとり入れてゆくことが
大切です。ただ、この参与観察をあまりしてしま
うと、人柄が悪くなる、目つきが悪くなるといい
ましょうか、人のうそを見按こうとする習性が知
らないうちについてしまうんですね。聴き取りだ
けに頼っておりますと、最近の若い人の事例調査
を見ますと、ほとんど聴き取りだけに頼っており
まして、しかも慣れていないものですから、美化
された記憶をそのまま採用してしまうんですね。
人々の記憶は善意の記憶でもうそが混じっている
ことが多いんです。したがいまして、私たちはそ
ういう善意のうそや美化された記憶といったもの
を、別の手だてを通して修正していかなくてはい
げないのです。つまり、別の立場の人の意見や書
かれた記録というものも大事にして、その分析も
取り入れないといけない、マルチな方法が必要な
わけです。
もちろん、書かれた資料が存在しなくても聴き
取りで補っていけるところが社会調査の強みであ
ります。その利点、は生かしながら同時に、聴き取
りだけでは不十分な点をいかにして補うかを常に
考えることが必要であろうと思います。
どうもしゃべり過ぎまして時間になってしまっ
たということでございますので、社会調査が困難
になりつつある状況について少しだけ申し上げ
て、今後の検討課題を中心に話をすすめていきた
いと思います。
社会調査をとりまく困難な状況
近年の社会調査における最大の問題は、回収率
が低下しているということです。個別面接調査に
しましでも、大都市では50%を切ることも珍しく
ありません。回収率の低下は、人々が忙しくなっ
ていること、プライパシー優先の意識が調査拒否
を導いていることが大きな要因になっています。
とりわけ、インターホンは、調査する者にとって
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の敵です。最近のマンションの防犯体制も私たち
の最大の敵でございます。玄関さえ聞けてくれれ
ば何とかものにできるのにというのがベテラン調
査員の言い分なんですが、玄関さえも聞けてもら
えずに、マンションの1階でシャットアウトを食
らうこともよくあります。いずれにしましでも、
回収率の低下が最大の問題であります。回収率が
低下するということは、集計の対象となるサンプ
ルの構成が想定している母集団の構成からますま
すま信離していくということを意味します。回収で
きたサンプルと母集団とが大きく異なっていて
は、標本調査の基礎が揺らいでしまいます。
第二の問題は、トレーニング・システムの未整
備であります。標本調査でも大学で社会調査法の
講義を問いただけでは調査を実施することは難し
く、社会調査の実践学習を伴わないといけないわ
砂ですが、これまた教官側としては大変骨の折れ
る指導になりますので、なかなかそういう体制が
とれないという事情があります。
事例調査等の質的調査のトレーニングというこ
とになると、ますますこれは大変でございます。
かつて事例調査というものは、熟練した調査員が、
しかも日本の近代以降の歴史についての素養等も
あわせて持ちながら、日本の社会構造についての
理解も十分に持った上で実施するものでした。で
すから、それぞれ秘伝を持っています。その秘伝
を私どもの世代は、大先生の後ろからついて職人
のごとく盗むというやり方で習得したものでし
た。伝えてくれることはなかったので、ごく少数
の者が盗むようにして学びとるほかなく、トレー
ニング・システムになかなかなじまないものでし
た。しかも、今では盗もうと思う先生がほとんど
死んでしまったので、秘伝のテキスト化されない
ままに終わってしまっています。アメリカでは、
参与観察の事例分析の方法について意識的にテキ
スト化が進んでいるんですが、日本の場合はそれ
を秘めたまま大先生方が亡くなっていくので、今
のうちに何とかしなくてはいけないという状況で
す。
共同研究に関する内在的検討課題
時聞がありませんでのでレジュメの5番目に書
いであることの説明は省略いたしますけれども、
そこで私の一番言いたかったことは、研究者が研
究調査の途上で、内発的な契機、内発的なモメン
トにつき動かされて、学際的な研究をしたいと思
うことは間々あるということ、しかもそういうと
きに、ほかの専門の研究者と一緒に意味を考えた
り、研究領域を広げることは、ほんとうに意味が
あることなんですが、実はこれがなかなか難しい
ということ、研究を始める前からあらかじめほか
の学際的領域とつながりがありそうだと予想する
ことは大変難しししたがって、年度の途中から
急に学際的研究に切りかえることが大変難しい、
この問題をどうしたらいいのかということが大変
気がかりだということなのです。この問題をクリ
アすると、本当の学際的研究ができるのではない
かと思います。
4.都心居住と行政の対応
椋 周二
都心厨主についてのこれまでの都の取り組み
それでは、都心居住について行政の対応をご説
明しますが、私もこういうところで非常に場違い
な感じがしますけれども、決して学究派ではあり
ません。昔、学生のころ、指導教官の上回篤さん
から俳句というか、皮肉をいただきまして、一応
大学院を出たんですが、「大学院パトミントンだ砂
がうまくなる」と、そういうことをいただいたこ
とがあるんですが。それはともかくとして、現在、
東京都の住宅政策の重点課題である都心居住、三
本柱の一つなんですが、これについてご説明しま
す。
まず、経緯でございますが、これはやはりバブ
ル経済が背景にございまして、それから若干タイ
ム差があったわけですが、東京都としましては、
大阪、名古屋と連携をして推進会議というのをつ
くったのが94年度であります。それから、国のほ
うもいろんな法律の改正がありまして、大都市法
の改正とかがございました。それから、建築基準
法、都市計画法の改正で用途地域のやり方が変わ
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りまして、より住居機能を優先するような用途地
域が設けられたわけです。それが第一種中高層住
居専用地域です。
そういう中で、最近の動きは、今はもうかわら
れましたが、亀井建設大臣が景気対策も含めて、
都心居住を推進しろということで、嫌がる青島知
事を引きずり出しまして、東京都心居住推進本部
をつくろうじゃないかというようなことがこの3
月ぐらいにございました。それから、この6月に
は都市計画法、建築基準法が改正、規制緩和され
たわけですが、その中で、高層住居誘導地区とい
う新たな制度が設けられたわけです。これは、従
来400%であるところを、さらに600%ぐらいのボ
ーナスといいますか、インセンティプを与えてい
こう、容積率を上げていこうという考えで新たな
制度が法制化されたわけです。これについては非
常に賛否両論だったわけですが、一応新たなメニ
ューとしてできた。
それから、建築基準法のほうでは、共用部分、
廊下、階段なんかを、原則、容積率の算入から外
す。過去には地下室なんかもそういうことがあり
ましたけれども、そういったことで、より余裕の
ある住宅ができるような環境づくりがなされたわ
けです。
都心居住推進の背景
このような動きがあるわけですが、なぜ都心居
住を進めるかということを若干おさらい的に申し
上げますと、やはり一番の要因は、都心部にだん
だん業務系が優位になって、オフィスビルがどん
どんできて、地価も高くなったり、相続税が高い
ということで、住宅機能、居住機能が追い出され
る、こういうことから人口が減る。この減り方が
かなり長期にわたっていたわけですが、特にバブ
ル期に、その傾向が非常に社会問題化したわけで
す。過疎法という法律がございますが、それは人
口動態と財政力ですけれども、その人口要件に該
当するのは23区中11区は過疎地域なんです。過密
と過疎が同居しているという状況でして、だんだ
ん地域のコミュニティも崩壊する。東京の都心部
は全国で最大の過疎地域でもある、そういうこと
も言えるかもしれません。
それから、依然として長距離通勤は続いており
まして、都心3区に通勤する人の通勤条件は全然
改善されない、若干悪くなっている。あるいは、
都心部は相対的にやはり都市基盤が充実している
わけですので、多摩ニュータウンもそうでしょう
けど、郊外にどんどん新たな開発をするというこ
とについては、それだけインフラに対する投資が
莫大になるわけです。そういったことじゃなくて、
むしろ既存の社会基盤を有効に活用していこうじ
ゃないか、そのほうが経済的ではないかというよ
うな背景もございますし、あるいはバブル跡地の
未利用地が都心部に多く存在するということで、
これを有効・高度利用すれば経済波及効果も期待
できる、こんなような考え方で都心居住を推進し
ていこうじゃないかということで、一つの大きな
動きになり、先ほど申し上げたような法律の改正、
あるいは新たな制度ができてきて、今も進行中で
あるという状況にあろうと思います。
都心居住に係る最近の動向
それで、最近の都心居住にかかわる動向の主な
点を申し上げますと、徐々にではあるんですが、
よく言われております「都心回帰」という現象が、
これが基本的な底流ということにはまだなってい
ないと思いますけれども、一部そういう動きは出
てきている。これまでは、結婚して、子供が大き
くなるということで、住宅を持とうと思ったとき
に、区部に住めないから千葉、埼玉、神奈川に出
ていくということで、ファミリ一世帯の人口減が
すごかったわけですね。それが最近少し落ちつい
てきたということがございます。それから、エリ
ア的に住宅の着工状況を見ると、むしろ都心部に
行くほど、まあそれだけパプルのときに下がった
ということがあるんですけれども、徐々に都心部
のほうが相対的に着工戸数の伸び率が高くなって
きているということから、都心回帰というのも言
われるようになったということでございます。
それから、マンションの価格もパプル期に比べ
ると相当安くなっております。このレジュメでは、
(b)が90年と書いてありますが、これはミスプ
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リでございまして、 96年でございます。住居専用
面積当たりのマンションの分譲価格を見ますと、
中心部のほうでパプルの絶頂期の92年から比べま
すと、おおむね5割から 6割ぐらいに価格は落ち
ているということでございます。かといって、こ
れが適正なレベルという意味では毛頭ございませ
んで、依然高いわけです。年収の6倍から 7倍ぐ
らいの価格になっているということはゆゆしき状
態なわけですが、いずれにせよ、バブル期から比
べれば6害jから 7割ぐらい下がっている。
それから、金利水準も超低金利時代が続いてお
りまして、バブル期、金融公庫の利子も 5%強だ
ったわけですが、今は3%。これもマンションを
買うときには返済額が非常に楽になるわけです
ね。それが大体5%から 3%になりますと、 7割
ぐらいになるわけです。そうすると、仮にマンシ
ョンの価格が6割になったと、それにローンの金
利が安くなるので7割ぐらいになると、そうする
と0.6XO.7ですから0.4ぐらいになると非常に持
ちやすくなってきている。そういったことから、
都心回帰が徐々に進んでいるという傾向がござい
ます。
それで、一番顕著なのは、東京都の人口も96年
の1月、ことしの 1月でいきますと、これは多摩
地域も区部も増加に転じております。 10年ぶりに
増加に転じています。その中で特に港区の動きが
非常に大きゅうございまして、人口がかなり増え
ている。この背景には、マンションの供給による
人口回復がなされているということで、まだ部分
的ですが、都心部にそういう傾向があらわれてい
るということでございます。
東京都住宅マスタープランにおける位置づけ
東京都の住宅政策上もこの都心居住について進
めていこうということでございますが、じゃあ一
体都心というのはどういうエリアなのかというこ
とがよく議論になるんです。これはいろいろある
んだと思いますけれども、一応我々は、法律で定
められている推進エリアというのは、環七と高速
道路の湾岸、そこを結んだエリアが、ハッチがか
かっているところが都心居住を推進していこうと
いうエリアでございます。それで、今後10年間に
62万戸供給していこう。「都市に住みながら都市を
楽しめる」ような、そういう状況をできるだけつ
くっていこうということでございます。これにつ
いていろいろ意見がございまして、地域はもっと
この辺(狭いエリア)じゃないかというような意
見があるんですが、一応住むということからすれ
ば、環七以内ということでございます。それを構
造的に見ますと、ほんとうの都心のところは、こ
れは皇居とか業務系で住宅は排除されるわけです
が、そういうエリアじゃなくて、その周辺、中央
区、この少し黒いところですね、この辺もできる
だけ業務とバランスをしながら住宅をつくってい
こうというエリア。それから、その外側。これは
実は環状六号線の内側なんですけれども、これは
現在、都市計画のほうでも総合設計制度とか、そ
ういうインセンティプを与えていますので、ここ
は重点的に住宅を大量に供給していこうというこ
と。あわせてこの辺はそれに準ずるような施策を
展開していこうというふうに考えております。
想定する居住者像、生活像
そのときに、では都心に住む人はどういう居住
者を考えているかということで、一つはやはり従
前から住んでいた人、あるいは住んでいたんだけ
ど、郊外に出た人がまた帰ってくる、そういうタ
イプ。それから、都心型産業従事者といいますか、
都市の刺激的な環境の中でクリエイティプな産
業、あるいは経済の最先端で活動されるような、
そういう方々。そして、新たな単身者とかニュー
ファミリーといいますか、DINKSとか、キャリア
ウーマンとか、そういう方が想定されるのではな
いカ当。
もう一つの傾向は、高齢者世帯。これは郊外に
戸建て住宅をつくったりれど、だんだん高齢化を
して、もうそうなったら車を運転するのもおっく
うだから、都心のマンションで便利に暮らそうと
いうような方々が想定されるのではないかと思っ
ております。
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市街地特性と市街地構造
それで、施策の展開ということについては、都
心部を私どもは、ゾーニングでもないんですが、
ある程度、見づらいかもしれませんが、環状七号
線で固まれたエリアの中を、それぞれやっぱり市
街地の特性が違いますので、臨海のほうは未利用
地を大規模に変えていくという茶色いゾーン、あ
るいはこの赤いところは、住宅と商業が併存する t
ようなところ。それから、この外周部、水色で書
いていますが、これが木造密集地域です。そういう
ようなところでも住環境を整備しながらやってい
こうということで、いくつかの市街地をパターン
化しまして、それに対応したまちづくり、あるい
は住宅供給を進めていこうということでおります。
それから、そのエリアの中で、このマップは具
匡五亘劃i
ぜ〉
。 '00 以""'"
体的に事業を展開するエリアということで194の
重点供給地域ということで位置づけをしまして、
再開発でありますとか、ここが臨海になりますが、
臨海、あるいは工場の跡地を変換するとか、ある
いは再開発していこうといったようなこと。それ
から、周辺部では密集地域で住宅供給をやってい
こうというような考え方をしております。
今後の課題
それで、課題ということでお話ししますと、行
政的にはこの計画をつくるというのもあるんです
が、先ほどちょっとお話ししました高層住居誘導
地区、これは非常に学会の先生方も、あるいは地
元の区も戸惑いがまだございます。これはそうい
う600%といったような高容積率の地区を指定す
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ることによって住環境はどうなんだろうかという
ようなところがあるわけです。日照はどうなんだ
ろう、あるいは自分の前にものすごく高いマンシ
ョンが建つ可能性があるんじゃないかというよう
なこと。あるいは逆に、ディベロッパーはこれを
また土地の高度利用ができるなという思惑もある
わけですけれども、それをどういうふうにやって
いこうかということが問題になっています。それ
はやはり都市の構造とか、あるいは居住環境をど
うやって維持するかというようなこと。都市部に
おいて日照というのはどこまで考えなきゃいけな
いのかということも含めて、当然その地域のイン
フラの整備状況なんかを見ながら指定を今後して
いくのではないかというふうに思います。
もう 1点は、やはり都心居住を推進する上で一
番ネックになるのは、住居費負担になるわけです。
住宅は高いわけです。地価が高い、当然ですけれ
ども、利便性も高いから。だけど、やはりそれを
進めるとなれば、住居費負担をできるだけ少なく
していくことが必要になるわけでして、ちなみに
建設省が高層住居誘導地区の提案をしたときも、
従前400%のところに200%足して600%にすれば、
それだけ戸数が増えるんだからマンションの価格
は下がるよというような説明をされていたんです
けれども、これはあまり意味がないことで、容積
が上がれば土地代はその分だけ上がるわけですか
ら、必ずしもそういうことにはならない。ただし、
そういう供給が促進されることによって、市場の
需給バランスが変わることは大いに期待できると
思いますけれども、それも効果としてはあるんで
しょうけれども、かなり間接的である。やはり都
心に住むにはもっと違った形で考えていかなくち
ゃいけないんじゃないかと思っておりまして、例
えば、もっともっと中古マンションの活用といい
ますか、マンション、都内に50万戸ありますけれ
ども、そういったものを長く使っていく。それが
うまく流通するようなシステムを考えていく必要
があるのではないかとか、それから、民間の土地
を持っている人がちゃんとした住宅をつくるとき
に、行政側も支援をして安い賃貸住宅、特に若い
人が住めるような都民住宅を重点的に供給しょ
う。あるいは、徐々にではありますが、現在、定
借マンションという、いわば定期に土地を借りて
50年後とか何年後には返すという、そういう定借
住宅が徐々に普及しつつあるわけですが、そうす
ることによって地価が顕在化しないような住宅供
給というのが考えられるわけです。大体、一般の
分譲マンションのおおむね6割とか7割ぐらいの
価格で供給されると思いますので、そういうよう
なことをもっともっと考えないといけないという
気がします。
最後に、研究のほうに期待をするという意味で
は、やはり都心部における居住ということからし
たときに、都市の構造とか、あるいは住宅の形式
とか、あるいは居住性。当然、一方では経済的な
要因でもっともっと高度利用したい、あるいは土
地を有効利用したい、経済波及効果を果たしたい
というのがあるわけですザれども、その辺の考え
方というのは、非常に意見が分かれていますけれ
ども、より現実的な提案とか研究がされるといい
のかなというふうに思っております。
また、地価を顕在化させないためにどういう手
法があるかとか、それから、地域コミュニティが
崩壊するというわけですけれども、新しいライフ
スタイルの人がたくさんいらっしゃるわげだか
ら、そういうことからいったときに、単に住宅だ
けを供給すればいいのかどうか、その辺が私ども、
悩ましいなというのを感じている次第でございま
す。
またいろんなご意見とかご提案があればぜひお
願いしたいということで終わらせていただきたい
と思います。
5.コメント・討論
高見沢邦郎
若干のコメントをさせていただきます。
最初に研究調査といいますか、そういうことか
ら古川さんと森岡さんからコメントがございまし
た。古川さんのほうからは、人間というものと人
工物の関係が提起きれました。人間というのは、
一人一人のレベル、あるいは家庭という単位の組
織、あるいは最近のNPOといったような新しい
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動き。いずれにしても、そういう人と人工、自然
環境といいますか、それの対応関係という中で問
題を見ていく必要性のご指摘がございました。特
に人工物ということのかかわりの中で、我々工学
系の人間もかなり関与できるんではないかという
話もありました。
森岡さんからは、社会調査という領域を例にと
って、調査の方法・技術、具体的な問題について
の話がありました。これは、私たち工学分野にお
ります人間としては、大変興味深いものがござい
ます。事実、我々も人とそういう空間とのかかわ
りがどうあるのかということが、言ってみれば、
調査分析の一つのスタートであるわけです。さら
に言えば、森岡さんがあえて挙げられなかった、
何のために調査をするのかという目的や意義、関
心、その辺の問題を、後でまた指摘していただき
たい。
何かがわかったということの後に、それにどう
対応していくのか、いかなることとして対応して
いくのか、かつまた、政策として何が求められて
いるのかということへつなげていきたいという気
が私にはあります。都市研究所ではこれまで、共
同研究ということで震災でありますとか、物質の
循環、経済の問題など、政策絡みといいますか、
政策に結びついていることを意識しながら研究を
してきたんではないかなと思います。
しかし、そういった従来からの研究方法はそれ
として社会の実情や政策のほうが先行している局
面も多々あるわげです。先ほど椋さんが今後の課
題だとおっしゃったことが、まさにそういうこと
を含んでいるわけです。さらに古川さんの発言、
国道16号のリングに沿って、新しい産業をつくら
ないといけない、そういうことに対して、都市研
究は立ちおくれているのではないか。そういうこ
とを言われ、具体的な提案をされました。私もこ
れについて基本的には賛成です。
古川さんがネガティプ、ポジティプという言葉
を使われました。消費と生産という立場からなん
ですが、ネガティプと言われると、何となくつら
いんですけれども、生活の局面と生産の局面と言
い直させていただいてもいいかもしれない。我々、
生活の局面についてはかなりの意識をしているか
もしれませんけれども、生産という局面について
は若干手薄です。古川さんは、 20世紀型の大量消
費、大量生産じゃなくて、適量生産、適量消費と
いう言葉を使われましたけれども、 21世紀へのそ
ういった転換を考えると、生産や開発の研究もと
ても大事なことでしょう。いわば新しい攻めの研
究です。
ただ、いずれにしても、生産側の研究はいろい
ろな分野の人たちと、いろいろな組み合わせの中
でのかなり大がかりな研究になる。大学で関与す
べき研究はどこまでかということもよく考えない
といけないと思います。都市研究所がこういった
研究でどういった役割を果たせるのか。他の研究
機関あるいは行政、あるいは企業との連携の中で
大きなプロジェクトを組まないといけない場合も
想定される。そうなると、プロジェクト・マネジ
メントといいますか、研究のマネジメントも従来
のように個々人の範囲を超える。個々の学問を超
えたところでの研究をつくり上げていくマネジメ
ントを、だれかがかなりうまく、強力にしなけれ
ばいけない。そういうようなことが必要な時代に
なってもいるわけです。
ここ十数年来っくり上げてきた共同研究、プロ
ジェクト研究の流れがまずあります。それから、
もう少し大きな変革の中に、我々がどう組み込ま
れていったらいいのか、あるいは連携をとったら
いいのかという、古川さんの提言の視点がありま
す。もう一つは、そのこつとは別の、研究者個人
が都市とかかわりあう研究も三つ目として依然と
してあるのかなと思います。ただ、個人研究は過
去の我々の経験からして、それをあまり中心に置
きますと、都市という名前をつければ何でもでき
る、何でもいいやということになっても困る。な
かなか微妙なところでございますけれども今後の
都市研究所の研究のあり方もこのような三つほど
の方向が考えられる。 3先生のお話からそんな印
象を受けました。
中林一樹
私は都市研究所の所属で、今日ここに 1人いる
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のですが、 3人の報告者の皆さんからいろいろサ
ジェスチョンに富んだお話をいただきまして、い
ろいろな勉強をする機会をいただきました。あり
がとうございます。
最初、古川先生が都市というものを、人間と人
工物という大きな分げ方をされました。次の森岡
先生の話にちなむとすれば、この都市の中心の一
つである人聞をどういうふうに研究として見てい
くかというところを、森岡先生は「社会学」とい
う言い方をされましたが、もう少し広げると、いわ
ゆる社会科学の都市へのアプローチということに
つながるお話をいただいたのかなと思いました。
都市研究ということで、古川先生がこれからや
っていく課題として幾っか提案されましたけれど
も、振り返ってみると、都市研究所でやってきた
研究の多くは、そういう意味では、社会科学的な
研究というスタンスでのものが多かったのかなと
思います。それは、これまでの立場でありましょ
うが、そういう意味でこれからもう少し幅を広げ
た都市への取り組みをすべきだというご示唆を古
川先生からいただいたのだと思っています。
そうした都市科学的な目で都市を見てみるとい
うことについて、森岡先生はご自分の専門分野で
あります都市社会学の立場で、おもしろい調査、
おもしろくない調査。というところからお話を始
めていただきました。私も、もともと都市研究所
に来る前は地理学科におりまして、その前は建築
のほうにいたわけですから、社会学とは大分離れ
たところにいたようなんですけれども、何度か都
市研究の場で森岡先生とご一緒に研究をさせてい
ただくようなことがありまして、きょうの森岡先
生の話は、そういうことを下敷きにしながら、非
常に興味深く、また刺激的に聞かせていただきま
した。
森岡先生の話の中で、おもしろい社会科学的調
査ということに関して、最初の動機づけといいま
すか、あるいは研究の企画なり、あるいは目的の
とり方というところにおもしろさの大半があると
いうご指摘でしたが、これまでの、私のったない
経験の中からも、そうだなと思うところでありま
した。方法論のほうからおもしろい研究が出てく
ることも、やはり最初の定め方というところに、
非常に重要な、おもしろさを引き出すあるいはユ
ニークさを引き出す課題がある。そうしますと、
多くの社会科学は、特に近代以降といったらいい
んでしょうか、仮説演鐸的な研究方法というのが
非常に多いわけですから、要するに仮説の設定の
仕方というところで、おもしろさあるいは有意義
さの大部分が決まってしまって、それをさらにレ
ベルアップするのが調査や分析の方法論というふ
うに、そう言ってしまうと言い過ぎなのかもしれ
ませんが、そのように感じました。
都市研究所とは、都立大学の都市に関する共同
研究の場であり、あるいは学際研究の場であると
いうことで、この研究所をベースとした都市研究
のあり方という面に照らしながら森岡先生のお話
を聞かせていただいたんです。これまで共同研究
とか学際研究ということを、都市研究所を語ると
きに、常に使つてはきたんですけれども、改めて
共同研究、学際研究のあり方の難しさを感じてい
ます。
共同研究という言葉と学際研究というのは、今
まで何となく使い分けていたようなところがある
んですが、これは私自身の問題かもしれませんけ
れども、強いて言うと、集団研究と学際研究とい
う言葉に使い分砂ていたような気がします。大が
かりな調査、例えば一つの目的とか、一つの意図
を持って大がかりな調査をする。方法論の話で言
うと、やや数にこだわるたぐいですね。これは共
同研究ではなくて、実は集団研究ということであ
ったのかなと。ほんとうの共同性といいますか、
共同研究の意味というのは学際研究というところ
で、一つの仮説といいますか、一つの意図という
よりも、幾つもの意図、あるいは各分野で持って
いる仮説を持ち寄って、より大きな意図を実現し
ていくのがほんとうの共同研究であり、都市研究
所をコアとする共同研究もそういう方向を目指さ
なければいけないということなのかなと思ってい
ます。
そうしますと、さまざまな研究視点というもの
を持って、どう束ねていくかという問題になりま
すし、その束ねる中心に一つの共通する課題をど
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うセツティングできるかという問題にもなろうか
と思います。また、方法論もそれぞれの分野によ
ってさまざまな方法論があろうかと思いますの
で、方法論の多様さをどういうふうに成果として
束ねていくかという問題もあるんだと改めて感じ
ました。そうした、学際の、際。ということに焦
点を当てますと、最後に椋先生が、ほんとうのお
もしろさ'というか、勺まんとう。の意味というの
は、研究者の内発的な問題意識のとらえ方が非常
に重要であるとおっしゃったんですが、それと学
際性ということをとらえますと、そうした学際に、
あるいは学際的に研究することの意味に目を向け
るいろいろな分野の方を、都市研究所あるいは都
市研究に基づく共同研究の場に、どういう求心力
を持って、ほんとうの意味で結集することができ
るかという課題を突きつけられたような気がしま
した。集団研究ではない形で、この都立大学の都
市研究所をコアとして共同研究をしていく、ある
いは学際研究をしていく場として、そういう意味
でほんとうにこれから、どういうような展開をす
べきかということを、改めて重い課題として感じ
たというのが、都市研究所の専任としての私の正
直なところでありました。
もう一つ、‘擦かをつくりだす興味のたて方と同
時に、そうしたいろいろな分野の方が集まると、
今の高見沢先生のコメントにもございましたけれ
ども、仮説の、あるいは研究の入り口の開題だけ
ではなくて、多分、ゴールの定め方、あるいは研
究成果の持っていき方も、非常に重要な課題にな
ってくるのかなと思っています。それは、高見沢
先生のコメントを私なりの言い方にさせていただ
くと、都市研究には、都市をどう理解するかとい
う研究と、都市をよりよくしていくためにどうし
たらいいかという研究の、そのこつの研究をどう
絡めながら、ほんとうの意味の学際研究として、
意味のある研究を続けてあるいは展開していける
のか。まだまだいろいろな先生方からお教えいた
だきながら、都市研究所がそういう研究の場にな
れるように、私も含めて努力しなければいけない
ことはいっぱいあるんだということを改めて感じ
たということで、とりあえず私のコメントとさせ
ていただきます。
池田恒男
法学部の池田でございます。
私に与えられた守備範囲は都心居住についての
椋さんのお話を出発点に、都心居住問題を中心に
コメントすることだと理解しております。そこか
ら、きょうのシンポジウムの全体テーマである都
市研究のあり方について述べられたらと思ってお
ります。
私はこの大学に8年前からお世話になっている
んですが、その前は大体1年大阪におりました。
その前はといいますと、東京に住んでおりました。
東京にいたときは、文京区の、それこそ都心居住
のシティライフを満喫して、夕方帰ってきますと、
晩御飯を食べてから上野のほうに行ってコンサー
トを聞くとか、日比谷ホールだとか、ちょっと遠
かったんですけれども、 NHKのほうに行くこと
だって全然不可能でなかったし、朝早く起きて勤
め先にあるテニスコートで一汗かいて、職場のシ
ャワーを浴びて朝食、こういうようなことが可能
であったので、 1年ぶりに東京に戻ってきたとき
は、何としても都心居住をしたいと思ったんです
が、現実には、今、町田に住むことになりまして、
居宅もここにおられる高見沢先生のお世話で、い
い建築家を紹介していただいて、 4年かかつてや
っとこさ家を建てるというありさまで、望郷の念
というのは、普通は郷里に対して言うんですけれ
ども、私の場合は都心に対するあこがれという意
味でいまだに持ち続けている。そういう意味で、
東京都が都心居住を強力に推進しておられるとい
うのは、わが意を得た、非常に心強い限りだと思
うんです。
しかし、きょうのお話を伺って、実は都市研究
のヒントがいろいろあるように思われたんです。
都心「過疎」といいますが、この過疎という言葉
は、もともと山間部なんかで生じた人口の減少現
象、あるいは今や山間部の集落で、ほとんどのと
ころがいろいろな村落の共同機能を維持すること
も困難になっている、あるいは物理的につぶれて
いるというところが年聞に何百もあるという状況
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を指す言葉でした。この過疎と都心の「過疎」、同
じ言葉を使っているわけですけれども、まずこれ
らを区別をするところから、都市問題、都市研究
を進めなければならないんじゃないかと思うんで
す。ありていにいいますと、都心の「過疎」とい
うのは、まさに都市の、これはかぎ括弧つきでも
なんでもいいですけど、「繁栄」のもたらしたもの
ですね。都市が膨らみ過ぎて、どんどん山間部あ
るいは中山間部と言われるところとの経済的な格
差、これがとどまるところなく、ますます続いて
きている。そういうことの結果生まれた「過疎」
である、そういう認識が何よりも必要だろうと思
うわけであります。全体的の都市地域への過密の
直接の結果が「過疎」であって、それのもっとも
ドラスティックな、悲劇的な結果が、きょうのお
話でも何人かから出てきたように、阪神大震災、
あのマグニチュード7.2程度の地震で、何と6，400
人を超す人たちが亡くなっているという状況であ
ります。そういうものと裏腹の関係にあるという
ことを直視しなければならないと思っているわけ
であります。
そういう目で都心過疎を克服、つまり都心に人
を呼び込むという眼前に展開された政策を見ます
と、幾つか疑問がわいてございます。
三点ほど、その観点から指摘したいんですが、
第ーに、近年の私の専門分野、都市の土地法。こ
れは都市の土地法という場合に、今の法体系の中
では、都市計画法が中核に座っておりまして、私
は都市計画法体系と呼んでおりますけれども、こ
れの改正の一連の経過、 90年代にどういう改正を
なされたかというのを見ますと、これはもちろん
92年の都市計画法の中規模な改正とか密住法の制
定とかいろいろあり、地域区分の詳細化であると
か防災対策とか、さまざまな側面を含みますけれ
ども、共通して言えるのは、要するに「規制緩和」
だと思います。我々が口をすっぽくして、この日
本の都市、土地の規制が緩過ぎて、せめて農地法
なりの規制をということを言っておりますけれど
も、議会はその反対に動いておりまして、どんど
ん緩和していけという方向です。全体として、都
市の「効率化」を促進する政策になっているわけ
であります。しかも、これは詳しくは時間の関係
で申し上げられませんけれども、住居用途とビジ
ネス用途等との衝突、これが結局都心「過疎」を
生み出す元凶と言っていいかと思いますが、そう
いう違った土地の用途の衝突を排除する。これは
先ほど言いました詳細化などで、一定の配慮はな
されていても、全体として混合用途制の実態が変
わっているわけじゃない。全体の「規制緩和」で
ますますそれはひどくなっているという状況があ
るように思います。
第二に、競争力の弱い用途である住宅について
は、特別の配慮、がなければいけないわけですが、
これが相も変わらず経済政策に従属している。先
ほど、好ましい条件として指摘されたものの中で
も、低金利政策というもの、これは住宅政策では
なくて、バブル崩壊に伴う不況対策としてしか位
置づけられていないのは相変わらずであるという
ことですね。
以上は大体国の責任ですが、第三に、東京都の
政策を見ると、これは周辺部の開発政策との整合
性を一体どう考えているんだろうかと首をかしげ
ざるを得ない。特に、湾岸開発を相変わらずやっ
ておりますし、今出てきたニュー多摩の集積とい
う問題もあろうかと思います。私はこの間、住宅
局に非常にお世話になって、ニューヨークの友人
を2人ほど臨海副都心に連れて行ったんです。 2
人はちょっとスタンスが違うんですが、シル先生
という、これは正真正銘の市場主義者が、臨海副
都心に非常に驚きまして、感想として言いますに
は、一体、都心の丸の内のあたりの地主はどう言
っているのか、これでよく反発が出ないなと。何
しろ、ニューヨークのバッテリーパークは、同じ
ようなことをたった2ヘクタールゃっただけで、
ごうごうの非難が沸き起こっている。ロンドンの
ドックランドでも、これは日本の新聞には報道さ
れていませんけれども、いろいろな車L擦があるの
はご承知のとおりで、なのに、どうして東京の地
主は黙っているんだろうという。私も説明に困り
まして、社会調査をちゃんとやっておりませんで
したから、何とも具体的な答えが出ない。想像で、
おそらく臨海で利益を受ける人たちは、都心の地
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主は臨海副都心の受益層とインタレストクソレープ
として共通するところがあるんだろうと言ったわ
けですが、これは自由主義、市場主義からは考え
られない話です。国家が特定の地域に非常に公的
資金をつぎ込んで、不公平で特権的な扱いをする
ということですから、今わが国で言われている自
由主義、新自由主義というのは、決して古典的な
市場主義とは違うということが非常に鮮やかに出
るわけです。こういう政策が次々に進む中で、「過
疎」を解消するということが何を意味するか。競
争条件はこうして人為的に枠づけられた市場を通
じて実現するわけですから、結局、そこでの高密
居住によって、かろうじて高地価の現実の中で、
そういう枠の中で競争をするということになろう
かと思います。
そうすると、先ほどの阪神大震災以来、防災と
いうことが強調されていますげれども、鉄とコン
クリートで塗り固めた都市にならざるを得なく
て、これは多少の揺れだと大丈夫でしょうが、そ
れ自身が災害の原因になる、災害を大きくする原
因になるということで、まさに逆行しているとい
う事態を生んでいる。ますます東京が大きくなる、
あるいは関東地域というものの比重が大きくな
る、災害も累積、危険も累積される、そういう構
造にならざるを得ないんじゃないか。
そこからくみ取るべき教訓は何か?私は、「分散
政策」というものは、実は、集中政策の裏の側面、
コインのメダルの裏側にすぎないということをあ
る法律雑誌に書いたことがありますりれども、そ
ういうふうに見ていくと、都市計画や都市政策と
いうものは、素人がちょっと見て、まちはきれい
だとか、大きいからとか、そういうことで喜んで
いるようなことではなくて、もっと裏を見るとい
いますか、森岡さんは、社会調査にたけた人は人
聞が悪くなるとおっしゃったわけですけれども、
都市研究者は、大いに人聞を悪くして、裏を見な
げればいけない。私は、土地法を研究の中心に置
いていますけれども、かねがね、土地問題という
のは、土地の物理的な意味での国有の問題という
のはなくて、土地問題というのは、ほんとうのこ
とを言えば、土地というものを舞台に展開する人
間たちの壮大なドラマ、これを本体とするんだ、
こう言っているわけですけれども、その土地問題
の定義は、都市においてこそ最もよく当てはまる
ということです。
私、 7年前に、この場で、都立大学の公開講座
で、都市問題を扱うのに、都市という空間そのも
のとまちとを区別して、まちというのは、人聞の
集積の空間である公共空間の中での人間たちのつ
ながり、自に見えない人間たちの関係だというふ
うに言いましたけれども、都市研究というのは、
ますますまちが美しく、そして整備され、大きく
なる中で見失われた地域、そして、実際に見えに
くくなっている人間関係をこそ、中心的な観察の
対象にしなければならない。
そこで、そういうふうに人間関係を中心に問題
を見ていった場合にどうだろうか。同じことは、
都市政策についても言えるわけですけれども、も
ともとシピル・エンジニアリング、土木工学とい
う言葉の意味でありますが、シビルというのはナ
チュラルの対語として、人間集団のとか、政治的
なとか、そういうステータス(状態)を指し、都
市国家(ソキエタス・キヴィリス)の概念を出発
点にしているわけですから、本来、人聞にかかわ
るエンジニアリングであるはずで、「箱物」を中心
に都市政策を考えるという時代は既に去った。私
は、神戸のあの震災後の復興計画を見て、いまや、
この100年のわが国の都市計画概念の反省という、
銀座のれんが街に始まるわが国'の近代都市計画
の、その根本から変えていかなければ、新しい日
本の都市政策は生まれないと思っております。復
興都市計画のアイデアについても、かつての関東
大震災後の政策をモテソレにした、そういうやり方
を180度改めなければいけないという意見を持っ
ていまして、それが平時の都市計画についても言
えるのではないか。
ちょっと時聞が超過しましたげれども、失礼し
ました。以上が私のコメントであります。
古川 2分と言わず、 1分で。高見沢先生のご指
摘のとおり、私がレジュメを書いたときに、ポジ
ティプな面とネガティプな面、いい言葉が見つか
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らなく知識がないものですからそう書いてしまっ
たのですが、どうも具合が悪いなとは思っていた
んです。先ほどご指摘がありましたように、消費
と生産だとか、あるいは生活と産業とか、そうい
う対比的なことを申し上げたかったんです。
今までの日本の産業の発展を見ますと、ある地
域に大きな企業が来て、そこに必要な下請けの産
業が集まっている、いわゆる企業城下町構成が多
かったわけです。大量生産、大量消費の時代はそ
ういうままでよかったんですけれども、先ほど申
し上げたように、環境との調和ということからは
適量生産、適量使用ということになります。どう
いう企業群を集めておかなければいけないかとい
う、産業クラスター化というんですかね、そうい
う視点、がぜひ必要ではないかと思うんです。消費
と生産の消費、あるいは生活と産業の生活のほう
では、ごみを捨てる規制だとか、リサイクルの問
題など随分徹底してきたと思うんですけれども、
生産とか産業という面で見ますと、環境との問題
で、全体で閉じた形での産業形態をどうするかと
いう、その産業の構成、あるいは立地の仕方につ
いて、誘導すべき施策もないし考え方もない。そ
の辺をぜひ、都市研の中でも研究していただけれ
ばありがたいなと思っております。
森岡 中林先生が私のったない話をうまくまとめ
てくださり、都市研究所を中心とする、あるいは
それから離れた共同研究や学際研究のあり方に話
を結びつけていただいたので、私としては今回の
話の中で省略したことについて、けれども、高見
沢先生もおっしゃったように社会調査ではきわめ
て重要なこと、つまり研究目的や研究関心につい
て一言申し上げたいと思、います。研究関心に限定
してお話しいたしますが私は研究関心に関して言
うと、三つに分類できると思、っております。一つ
は、個人的な関心、もう一つはパラダイム内在的
関心、最後に社会的な関心の三つです。この三つ
の関心のレベルが全体として、うまくバランスを
とっているのが研究関心のあり方としては望まし
いのです。個人的関心というのは、たとえば、こ
んな私にだれがしたとか、周りとうまくいかない
私はどうしてつらいかというようなきわめて個人
的な関心から研究をスタートさせるタイプです。
最近は、この個人的関心からスタートさせる研究
でも、さまざまな手管を使って少し複雑になって
きましてむきだしの個人的関心を隠すようになっ
てきました。たとえば、フーコー的なやり方であ
るとか、みんながみんな社会問題にしていないん
だけれども、自分は問題化したいという時に、構
築主義的方法と呼ばれる方法を持ち出すとか、い
ずれにしても個人的な関心を肥大化させて研究を
スタートさせるタイプです。パラダイム内在的関
心というのは、若い研究者にお勧めの方法ですが、
パラダイムが一定の専門領域ではっきりある場合
に、先行研究に目を通して、その上で研究課題を
設定するやり方です。このやり方で論文を書きま
すと、しっかり勉強をしています、ちゃんと検証
している、よろしいということで、よい評価をえ
やすいわけですが逆にこればかりですとパラダイ
ム内在的関心ばかりが肥大化してしまうという問
題も生じます。社会的関心にもとづく研究は、社
会にはこういう問題があるということをもとにし
て、それを説明していくわけです。結局、この三
つの問題関心がうまくバランスをとれていること
が大事なんですけれども、さて、共同研究という
ことになりますと、私は社会的関心にもとづく研
究が重要であると思います。
もちろん共同研究にはパラダイム内在的な関心
を共有している共同研究もありますし、これが重
要であることは言うまでもありません。例えば社
会学者だけが集まって共同研究をするとか、都市
社会学者だけが集まって共同研究するとか、これ
はパラダイムを共用している人たちが集まる共同
研究と言えましょう。しかし、都市研究所が行う
研究は、そういう研究もあっても当然しかるべき
なんですけれども、私は、やや社会的な関心を先
行させていく共同研究が必要だと思います。つま
り、研究の対象領域や、何が問題であるかという
点を共有していて、しかし、パラダイム内在的関
心のあり方は研究者ごとに異なっている、こうい
う共同研究を進めるべきだと思います。その場合
の共同利害は一体どこにあるかというと、相互に
156 総合都市研究第65号 1998
刺激し合いながら、それぞれの専門分化した学問
領域のそれぞれのパラダイムを揺り動かすような
発見をしていくという点にあると思いますし、そ
ういう効能が期待できる時に、はじめて本当の共
同研究ができるんだというふうに思っておりま
す。
ちょっと時聞が足りなくて説明不足ですけど、
このぐらいにしておきます。
椋 それでは、池田先生からコメントいただいた
ことについて、 2点申し上げたいと思います。
一つは、なぜ都心居住を勧めるかということで
すが、これはまさに池田先生が、望郷の念とおっ
しゃいましたけれども、文京区で都心居住をやら
れた、望郷の念に代表されているわけでして、都
市に住み、都市を楽しむことができる、そういう
ことに興ずる人が非常に多い。現実は、それは必
ずしもそういうニーズといいますか、こたえられ
ていないというようなところがベースになると思
います。
それから 2点目は、都市計画ということでしょ
うか、そういう分野における経済性、市場性と規
制との関係だと思うんですが、これは当然、都市
計画、まちづくりといったことについて、市場性
に任せればいいはずはないわけでありまして、か
と言って、規則ばっかりでいったなら都市は死ん
でしまうかもしれないし、言うならば、将来、次
世代に引き継ぐとか、そういった意味で、いいま
ちづくりをするためには、当然、それなりの規範
なり規制が必要ですし、また、活力を持つという
意味では、競争性、あるいは市場性というものを
考えていかなければならないということだと思い
ます。
地主さんが反対しないのかという例を出されま
したけれども、地主さんは、基本的には、容積率
が上がれば、自分の土地資産価値が上がるから喜
ぶわけですね。そればっかりやっているわけには
いかないわけですので、全体の都市構造なりを考
えなくちゃいけないのかなというような気がしま
すが。近年の都市計画の中、必ずしも私もいいと
は思いませんけれども、一つの傾向としては、や
はりこれまでの都市計画というのは、用途を純化
する、あるいは機能を分離するという計画理論が
主体だと思うんですね。でも、よく考えてみると、
人間の生活とか、あるいは都市というのは、もっ
といろいろな要素が入っているわけで、人間も同
じだと思いますけれども、そういう非常に複雑系
といいますか、それからすると、多分、従来の用
途純化といいますか、純化、あるいは機能分離と
いうことではなくて、むしろいろいろなものが混
ざり合うといいますか、そういう方向がおもしろ
いなという人が増えてきているということもある
んじゃないかと、そんな印象を持ちました。
以上です。
司会 どうもありがとうございました。
時間も10分ほど経過をいたしましたので、ちょ
うど、少し議論が熱気を増してきたかなというと
ころで残念でございますが、このあたりで幕を閉
じたいと思いますが、格別、この話はまとめると
いうよりは、きょう出されました都市問題のフロ
ンティアというのがもともとこのテーマでござい
まして、その限りでは、前段の公開講演会に引き
続きの流れの上で議論いただいたとおりでありま
す。都市研究のフロンティアが一体どこにあるの
か、どうそれを求めるべきかという点については、
きょうのお三方の中にも、幾つか、かなり明解な
形で示されたと思いますが、これを今後、都市研
究所を中心とする都市研究、共同研究のあり方の
中に取り入れるよう、課題が提起されたと考えて
おります。フロアの皆様方には、かなり欲求不満
がお残りかと思いますが、後ほどパーティの会場
でもそういう点を含めてご交流をいただげれば大
変ありがたいと思います。
きょうは午後1時から長時間にわたり、講演
会・シンポジウムと引き続きまして、ご参加、ご
協力をいただきありがとうございました。この席
をかりまして、厚く御礼を申し上げます。きょう
ご協力、ご参加いただきました報告者、コメンテ
ーターの先生へも心から御礼を申し上げたいと思
います。どうも本日はありがとうございました。
一了一一
